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特定個人情報保護委員会事務局総務課    
      

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律第九条第二項の条例で定める事務に係る情報連携に関する当面の

事務処理手順等について 

 

 

平成 27 年 8 月 6 日に開催された第 55 回特定個人情報保護委員会において、

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成 25 年法律第 27 号。以下「番号法」という。）第 9 条第 2 項の条例で定める

事務（以下「独自利用事務」という。）であって、情報連携の対象となる事例等

が報告され、公表されたところです。 

つきましては、当面の事務処理手順等を下記のとおりとしますので、これに基

づき事務処理を進めていただきますようよろしくお願いします。また、貴都道府

県内の市区町村に対しても、本件につき御連絡いただきますよう併せてお願い

いたします。 

 

記 

 

１ 当面の事務処理手順 

 当面の事務処理手順については、以下(1)から(3)までのとおりとします（図

で示した別紙１（事務処理手順のイメージ）も参照してください。）。 

なお、その後の事務処理手順等については、追って連絡します。 

 

(1) 平成 27 年 10 月までに処理いただく作業 

情報連携を希望する独自利用事務の事前登録（※） 

※ システム改修作業の準備を行うため、情報連携を希望する独自利

用事務の事前調査を行うものです。なお、手順については別紙 2（事

前登録の手順）のとおりです。 
 

(2) 平成 27 年 12 月（注 1）までに処理いただく作業 
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番号法第 9 条第 2 項に基づく条例を制定 

    注 1 平成 28 年 1 月以降に条例を制定する場合については、現在関

係省庁と協議中です。 

 

(3) 平成 28 年 2 月までに処理いただく作業 

情報連携を実施する独自利用事務について委員会に届出（注 2）    

    注 2 届出の様式については、委員会規則の制定後に公表予定です。 

 

２ その他 

  平成 27 年 8 月 6 日付けで公表した「情報連携の対象となる番号法第 9 条第

2 項の条例で定める事務（独自利用事務）の事例等について」に関するＱ&Ａ

を作成しましたので参考にしてください 

 別紙 3「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律第十九条第十四号に基づき同条第七号に準ずるものとして定める特定

個人情報の提供に関する規則（案）」に基づく情報連携に関するＱ&Ａ（平成 27
年 8 月 31 日時点） 

 

 

 

【連絡先】 

特定個人情報保護委員会事務局 

広報・調整担当 

     上田補佐、大槻、名塚 

【 Tel】03-6441-3667 

【Mail】kouhou.bangou@ppc.go.jp 

 








